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民主党野田政権は、来年３月までに、消費税増税法案を国会に提出しようとしています。


政府の『社会保障と税の一体改革』方針とは、社会保障をどんどん改悪する一方、際限のない消費税増税を国民に押し付けるものです。その内容は、医療費窓口負担の上乗せ、年金支給年齢の引き上げ、基礎年金減額など、切り捨てのオンパレード。民主党の公約だった後期高齢者医療制度廃止は影も形もない状況です。社会保障諸制度を消費税で全て賄おうとすると、税率は最低でも19％必要との試算もあります。


消費税が10％に増税されれば、景気がさらに後退するのは、税率が５％になった14年前に経験ずみです。家の再建・修理費など、被災者にもかかる消費税は、災害復興支援に逆効果。庶民イジメの大増税は許せません。





政府やマスコミは、さかんに「財政危機」だと宣伝していますが、そもそも財政赤字が拡大したのは、公共事業や軍事費に税金をつぎ込み、大企業へのゆき過ぎた減税を繰り返してきた結果です。これまでの消費税収はのべ２３８兆円ですが、同じ期間の法人３税は２２３兆円の減収で、消費税がその穴ウメにされたことが明白です。


欧米では大企業のトップが「われわれ富裕層に課税せよ」と


野田政権は、大企業の法人税をさらに５％引き下げようとしています。欧米では、財政危機打開の財源として、富裕層や大企業の経営者自身が「われわれに課税せよ」と声を上げています。日本の大企業は、２４８兆円もの巨額の内部留保があるにもかかわらず、「われわれに減税せよ」とさらなる法人税減税を求めています。法人税率を１９９７年の水準に戻せば４兆円の財源がすぐに確保できます。「大企業は社会的責任を果たせ」と声を上げていきましょう。
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